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  新しい風ニュース ＮＯ１９４    
やまがたの環境とくらしを考える会 (通巻２３１） 
岐阜県山県市西深瀬２０８    ℡･FAX  ０５８１-２２－４９８９ 

 
なんでも相談   どの政党とも無関係の  寺町ともまさ  2007年１２月３０日 

Ｈ Ｐ ⇒ http://gifu.kenmin.net/teramachi/     メール ⇒  tera-t@ktroad.ne.jp  
毎日、何百もアクセスがある私の日記 ブログ は「て ら ま ち」で検索するのが一番はやいです 

 

 ２００７年の最後の新しい風ニュースです。今日は、山県市議会の自主解散やポスター

代詐欺事件のこと、一般質問の中から職員や議員への人件費などの問題を報告します。 

 

 １２月議会最終日１９日の本会議。議会の自主解散を求める請願は、１１月の議会運営

委員会で「採択すべき」と決定されていましたが、最後の本会議で不採択と決定。今後の

途中解散は想定されないので、来年４月２０日投票の定例市議選が実質的に確定しました。 

 

 山県市議会は、今年の６月から選挙公営問題でゆれ続けました。私は、一つずつの物ご

との「精算」をつけていかないと不祥事も住民無視も続くと考えています。今年、議員や

議会のこと、議員の辞職勧告や自主解散などのことが、議会はもちろん、市民の皆さんの

深刻な“話題”となったこと自体は、市の将来にとって大きなプラスになったと思います。 

 

 

 

検察庁が不起訴処分  検察審査会に「不起訴不当」との申し立てへ 

議会閉会の翌日２０日には、検察庁がポスター代詐欺容疑の７人の議員の全員の不起訴

を決定。「辞職した５人の議員」と「辞職していない２人の議員」、どちらも同じ扱いに不

満や疑問が続出。私たちは、検察審査会という第三者機関に「これはおかしい」との申し

立てをします。時々、「不起訴不当」と決定されて、捜査や不起訴が見直される制度です。 
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１２月議会に提案された納得しがたい議案の経過や結末。  (質疑答弁の要点) 

 

● 市営のケーブルテレビの市民の利用料を「倍以上に引き上げる」議案 

 (問・寺町)値上げの必要性は、地域と事業を拡大した数年前の新規募集の時も同じ。 

入会時に説明せずに、「今値上げ」では市民からだまし討ちといわれても仕方ない。 

 (答・担当)その時には、値上げの予定は、まったく無かった。財政がこういう状態に 

なったから急遽お願いする。他と比べればこれでも低い方だ。 

(問・寺町)仮に値上げが必要としても、市民の納得と十分な周知が不可欠だ。 

(答・担当)確かに、今回、周知はしていない。広報２月号や文字放送でする。 

◎ 採決 ⇒「来年４月から１０５０円に値上げ」条例改正案可決 (反対＝中田、寺町) 

 

 

● 市の職員の「給与を引き上げる」議案 

(問・寺町)国が引き上げ勧告し、他の自治体が上げるからといって、ならう必要は無い。

何しろ山県市は財政が厳しい。市民の負担増を求めるなら職員もガマンすべきだ。 

(答・担当)県内の他の市も同様に上げると聞く。国はさかのぼって今年４月から引き上

げ実施するが、市は遅らせて来年４月から引き上げる、などする。 

◎ 採決 ⇒「市の職員の給与引き上げ」条例改正案は可決 (反対＝寺町のみ) 

★(なお裏面) 議員のボーナス引き下げの提案に対しては、市長や総務部長は「ノー」 

 

 私の一般質問のテレビ放送は１２月２７日(木)と１月３日(木)。１月１０日からは、図

書館や支所で放送済みテープの貸し出しがあります。なお、今回のニュースは、議員や職

員の人件費削減についての答弁を紹介。他の質問「若い世代定住策／子ども医療費の助成

の拡充は重要」「日立造船や特定コンサルとのゴミ処理」のやりとりは改めて報告します。 
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１２月１７日の一般質問から  (ＨＰ、Webやブログにはもっと詳しく掲載します) 

市の職員や議員への 人件費の 可能な部分は 見直すべき 

● 財政の状況について 

(問・寺町) 来年Ｈ２０年の歳出は今年度比１４％増の２０億円増、再来年Ｈ２１年度

は今年度比３１％増の３７億円増とされる。財政状況は昨年から好転したのか？ 

(答・総務部長) 計画の予算総額は昨年度予測よりも増額となるが、財源に交付金や合

併特例債などを充て、基金の繰入れは予測より少ない。昨年の計画策定時より改善された。 

 

【寺町のコメント】 市が財政改革に努力していることは確か。しかし、ゴミ処理のため

のクリーンセンター建設事業は、「岐阜市との共同」で節減する道もあったのに、費用も維

持費も極めて高額な「市単独」を選択、高富中学校や美山中学校建設も費用が高額になる

方向に流れています。間違いなく財政悪化の要因。借金である起債は毎年大幅に増え続け、

ついに「借金は全市民一人当たり１００万円」を超えました。貯金はたった２０万円ほど。 

  

● 選挙の投票日の事務における 職員の人件費 について 

(問・寺町) 投票日の投票所事務と開票事務の職員人件費１人当の総額と基本人数は？ 

(答・総務部長) 先の参議院選挙実績で、投票所の管理職相当の職員は２８名で平均支

給額は９千円強、管理職でない職員は１４９名で平均支給額は約３万円弱。開票所の管理

職は５名で平均支給額は２千円強、管理職でない職員は６５名で平均支給額は約１万円弱。 

 

(問・寺町) 実際に市職員以外の若者らを臨時採用する自治体もあるが、市職員以外の

者で代替し得るポスト・役割と人数はどのようか。職員以外の臨時雇用を試みてはどうか。 

(答・総務部長) 期日前投票の際には、臨時職員２名の方にお手伝いいただいた。当日

投票において、個人情報の取り扱いで消極的にならざるを得ない面がある。選挙人が少人

数の投票所では職員はいくつもの事務を抱えているケースも多く、お願いできる事務は極

めて少ない。選挙人の数が多い投票所ではできないわけではない。検討を重ねる。 

 

【寺町のコメント】 管理職は、投票日の勤務でも休日手当等がないので１日で９千円強。

管理職でない職員は、諸手当等が必要なので平均でも一人約３万円弱。この額に驚く市民

は多いはず。法令の定めとはいえ、選挙啓発や財政改善の意欲の感じられない答弁に失望。 
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● 議員のボーナスの 上乗せ 加算 は 廃止を 

 (問・寺町) 常勤の市長らの期末手当は「月額の２０％を増した額」を「基準額」と

している(役職加算)。これが議員にも適用されていることはほとんど知られていない。 

議員報酬の基本月額を約５割増にしたＨ１６年４月以降の「さらなる加算額」は一人一

年間で２９万３７００円にもなる。議長や副議長らはもっと多い。法に根拠のないこの制

度、財政の厳しい市、選挙ポスター公営の水増し問題等で全国に汚名を広めた自治体(議会)

が挽回する意味で、制度改革の一環で、議員のボーナスの上乗せ加算を廃止してはどうか。 

 

(答・総務部長) 議員の皆様のことであり加算制度を廃止すべきというご意見が多数で

あれば検討もするが、現段階では廃止は考えていない。 

 

 (問・寺町) この役職加算は、「期末手当」ではなく、経過からも制度上も「管理職手当」

なので、支給は違法と考えるが、市はどうか。 

(答・総務部長) 議員に対する期末手当の額、基準及び原則が地方自治法には直接定め

られていない。議会の議決による条例の規定に基づく支給だから、違法ではないと考える。 

 

 (問・寺町) 市は水道料５割アップ、保育料大幅アップさせ、施設利用料も上げ、市の

ＣＡＴＶも１０割アップする。廃止は議員が市民と痛みを分かつことになると考えないか。 

  

(答・総務部長) 保育料やＣＣＹの利用料はそれぞれの事業に対する適正な受益者負担

をお願いするという観点からの改定であり、ボーナスの加算とは別である。 

 

（再質問・寺町） 合併時、この条例を提案したのは平野市長。３年半前に議員報酬を

５割近く上げるときも市長提案。だから、廃止や修正は市長提案でできる、ボーナスをな

しにするというのではない。「更に２０％という加算」をなしにするだけだ。いかがか。 

 

(答・市長) 他市の状況も検討したが、山県市と合併前の市等でもだいたい相当の加算

措置。市長提案で出来ることは承知しているが、まず、議員の皆さんのご意見を聞くこと

も大切。意見が多数であればまた検討するが、現段階ではそういう考えは持っていない。 

 

（再々質問・寺町） 新しく合併した市でみれば２０は突出している。全国では議員の

政務調査費が大きな問題になり、裁判所から返還命令が出たりしている。山県でも調査費

はある。住民から監査請求をしないといけないとか、条例改正の直接請求をしなければい

けないとか、市民の手を煩わす必要なく、市長が条例の改正案を出せばそれで済む。 

 

(答・市長) 議員各位の多数の意見ということであればまた検討もできる。政務調査費

についても承知しているし、県議会でも費用弁償等について改革がされている。そういっ

たことも十分踏まえながら、今後の課題として検討していきたい。 

 

【寺町のコメント】 市長の答弁だと「議員次第」ということなのでしょうか。市民の各

種値上げを決めた市長、そうなら議員にもガマンしてと、率先して「２０％加算は廃止す

る」と提案するのが、市民の心情に応えるもの。皆さんはどう思いますか？ 


